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第１章 序論

研究の背景

密集市街地における建築物

密集市街地において住民同士のコミュニティを生み出す空間

防災面に不安が大きい
建て替えが困難

建物の不燃化が進んでいない

しかし・・・

住民の自治意識や連携は、新しい市街地よりも強固である

別府市光町・末広町

2010年1月13日夜に火災が発生し、民家や公民館など23棟が全焼

研究対象地

「共同温泉」という地域のコミュニティの場も焼失

被災時における減災のためにも重要な役割を担うもの



第１章 序論

密集市街地における、再建プロセス上の課題を把握

研究の目的

１. 路地空間・温泉などの住民同士のコミュニティの場が、
災害によりどのように変化したかを明らかにする

２. 災害時の復興プロセスを整理し、そこから見える問題を明らかにする



第１章 序論

研究の方法

事実関係の調査

・登記要約書
・新聞

等の文献資料

出火時から現在までの推移を土地規模
上物所有の変遷
関係者の動き
被災者への支援 などを把握

関係者へのヒアリング調査

・被災者
・火災の関係者
・行政

さらに詳細な情報を得る

以上の調査から得られた情報を年表や地図上に整理し、考察を加える。

調
査
物

調
査
内
容

対
象
者



第２章 大火による研究対象街区の変化

研究対象街区概要地図

本研究の対象街区

別府市光町地区

・別府駅から南南西約500mに位置している

・焼失以前は戦前からの木造住宅が
密集していた

・街区の周囲を幅員6mの道路に囲まれている

・別府市より準防火地域に指定されている

【準防火地域】
都市計画法第9条20項において「市街地における火災の危険
を防除するため定める地域」として、また、建築基準法および
同法施行令において具体的な規制が定められた地域



第２章 大火による研究対象街区の変化

火災から1週間後(2010年1月20日)の研究対象街区

火災の範囲

被災件数 全焼 部分焼＊ ぼや** 水損被害***

棟数 38棟（約2,800㎡）*** 23棟 5棟 7棟 3棟

世帯数 46世帯 30世帯 5世帯 8世帯 3世帯

被災者 89人（１人）***** 55人 13人 13人 8人
＊部分焼：損害額が建物評価額の20％未満の被害、＊＊ぼや：焼失面積１㎡以下の被害、＊＊＊水損被害：放水などによる室内への被害、

＊＊＊＊焼失面積、＊＊＊＊＊死者数

別府市光町・末広町火災の概要



第２章 大火による研究対象街区の変化

火災の範囲

2010年2月現在の
研究対象街区



第２章 大火による研究対象街区の変化

被災前の街区と出火元のアパート



第２章 大火による研究対象街区の変化

再建上の問題を抱えていた土地

地域のコミュニティの場であった此花温泉の敷地
・建築基準法第42条に定められている接道義務(幅員4m以上の道路
に2m以上接道する必要がある)を満たしていなかった。



第２章 大火による研究対象街区の変化

再建上の問題を抱えていた土地

地域のコミュニティの場であった此花温泉の敷地
・建築基準法第42条に定められている接道義務
(幅員4m以上の道路に2m以上接道する必要が
ある)を満たしていなかった。

自治会による近隣住民との土地交渉により解決



第２章 大火による研究対象街区の変化

2011年2月現在の研究対象街区

・住宅9棟・工場1棟が再建
・住宅2棟が再建途中
・地域の中心であった温泉も再建途中
・ 3棟の木造アパートは再建されていない

・地域に復帰できない
住民が存在する



第３章 研究対象街区の復興プロセス

ヒアリング調査の概要
計16名



第３章 研究対象街区の復興プロセス

被災以前の此花温泉への動線

・温泉への経路は幅員1～2mの路地
・ヒアリング対象者は全員路地のことを熟知



第３章 研究対象街区の復興プロセス

住民同士の交流の様子

街区内の路地や温泉が交流の場となっていた



第３章 研究対象街区の復興プロセス

出火から現在までの経緯

・「被災者」「自治体」「行政」「民間」の
4主体の活動を時系列で整理

・活動を「協議」「連絡」「支援」「経緯」
「行事」で凡例分け

被
災
者

自
治
会

行
政

民
間



第３章 研究対象街区の復興プロセス

復興プロセスにおける主体別の動向

被災者

・出火してからすぐには
今後のことを「協議」する機会がなかった

1月26日(出火から約2週間後)

被災者



第３章 研究対象街区の復興プロセス

復興プロセスにおける主体別の動向

被災者

・出火してからすぐには
今後のことを「協議」する機会がなかった

・瓦礫の撤去から再建までの動きが早く、
早い段階での再建を望んでいた

4月3日

3月30日

被災者



第３章 研究対象街区の復興プロセス

復興プロセスにおける主体別の動向

自治会

・自治会は此花温泉の復興を
中心に活動している

1月26日

2月16日

1月14日

自治会



第３章 研究対象街区の復興プロセス

復興プロセスにおける主体別の動向

自治会

・自治会は此花温泉の復興を
中心に活動している

・被災者と行政の間に入った活動

1月26日

2月10日

自治会



第３章 研究対象街区の復興プロセス

復興プロセスにおける主体別の動向

行政

・火災の鎮火後、すぐに対策会議を開くなど、
迅速な対応に努めている

1月14日

行政



第３章 研究対象街区の復興プロセス

復興プロセスにおける主体別の動向

行政

・火災の鎮火後、すぐに対策会議を開くなど、
迅速な対応に努めている

・4主体の中では、最も継続的に活動が
なされており、他の主体との関わりも多い

行政



第３章 研究対象街区の復興プロセス

復興プロセスにおける主体別の動向

民間

・当初は義援金や救援物資を贈ることが
中心であった

民間



第３章 研究対象街区の復興プロセス

復興プロセスにおける主体別の動向

民間

・当初は義援金や救援物資を贈ることが
中心であった

・火災後の瓦礫撤去により、
円滑な再建に大きく寄与

3月15日

民間



第５章 総括

１. 路地空間・温泉などの住民同士のコミュニティの場が火災により喪失したことで、
住民同士の交流の場が失われた。

２. 地域のコミュニティの場であった温泉は再建できない可能性があった。

３.民間団体の協力による瓦礫撤去など、スムーズな再建には偶発的な要素が大きかった

４.住民同士による再建にむけた早期の協議が行えなかったことから、
復興のためのシミュレーションや情報の準備ができなかった。

５.住民同士の普段からの交流関係が被害者を最小限に留めることに役立った。

本研究から判明した、光町地区の復興プロセスの特徴



第５章 総括

光町地区の復興プロセスの特徴から学ぶべき課題

③人的被害を最小限にとどめる地縁関係の育成

①迅速な復興を可能にする手続きや取り組みの計画

②早期の協議確保と綿密な情報提供

行政や専門家が積極的に再建に関わることができるような仕組みづくり

被災後、住民同士が早期に今後の方針を決める機会や情報の提供

住民同士の日頃からの付き合いの度合いが緊急時の避難などを左右する



発表は以上です。

ご静聴ありがとうございました。



第４章 総括

光町地区の復興プロセスの特徴

③行政や民間からの多岐に渡る「支援」が現在まで継続的に行われていること。

①日頃より各世帯構成の把握ができていたことなどから、死者1名にとどまったこと。

②民間団体の協力により、再建に円滑に着手できたこと
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